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令和 6年度事業報告に関する件
(令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 まで)

1 事業の成果

(1)第二者評価事業

機構が定め、適用している評価基準項目「Ver.4.0」 に基づき、下記の学校に対し、第二者評価

を実施し、評価結果を公表した。

① 専門学校社会医学技術学院  (東京都 小金井市)
② 中央工学校        (東 京都 北区)
③ ドレスメーカー学院    (東 京都 品川区)
④ ヤマザキ動物専門学校   (東京都 渋谷区)
学校ごとの評価部会及び第二者評価委員会の審議を経て、理事会で承認し令和 7年 3月 31日 付

で、評価結果を各学校に通知した。

(2)専門職大学認証評価

機構が定め、文部科学大臣から認証された 「専門職大学 (経営情報ビジネス分野)認証評価基
準」に基づき、情報経営イノベーション専門職大学の認証評価を実施し、評価結果を公表した。

評価分科会及び認証評価委員会の審議を経て、理事会で承認し令和 7年 3月 31日 付で、評価結

果を当該大学に通知した。

(3)文部科学省受託事業

事業テーマ : 専修学校の学校評価の充実等に向けた「専修学校における学校評価ガイ ドライン」
の改正等に関する提言

事業内容 :

①専修学校における学校評価ガイ ドライン改正案の作成

○ 各学校において専修学校教育の特色を生かした自己点検・評価を効率的に行うため活用で
きる構成及び内容とした。

○ 学校評価ガイ ドライン改正に向け、学校教育法改正に伴い規定された「外部の見識を有す
る者による評価」の定義付け及び有意性、自己点検・評価、学校関係者評価との関係性など

について論点・課題の整理を十分に行った。

○ 文部科学省受託事業における継続性の確保と成果を活用した。
○ 専修学校関係団体等との連携機会の確保による共通認識 。理解を基盤とした事業運営を行
った。

②実践的職業教育の第二者評価機関等の連絡協議会の設置・運営

○ 意見交換、情報共有、第二者評価機関における質保証についての検討の場として、令和 4
年度に文部科学省受託事業において設置した連絡協議会を継続した運営を行い、拡大研修会

を開催した。

事業期間 :令和 6年 6月 26日 から令和 7年 3月 10日 まで

事業成果 :

①事業実施委員会における審議 。まとめ

②評価ガイ ドライン検討部会における検討 。まとめ

③連絡協議会運営部会における検討・まとめ

④連絡協議会拡大研修会の開催と同時映像配信

⑤職業実践専門課程の第二者評価フォーラム2025の開催と同時映像配信

⑥本事業の取組状況を記録した事業成果報告書の 400部発行、専修学校関係者等に配付



2 事業の実施に関する事項

事業名 事業内容 実施 日 実施場所 従事

人員

受益対象

者の範囲

支出額

(千円)

1評価システム
の構築及び運用

①第二者評価事業の実施
・評価対象学校の募集等
・評価の実施
・結果の公表

4月

～3月

法人事務所

各対象専門

学校等

24人 会員校

113校

受審校

4校

8,503

②専門職大学認証評価の実施 9月
～2月

法人事務所

対象専門職

大学

13人 受審校

1校

2専門学校等に
関する各種調査

事業

①文部科学省受託事業

専修学校の学校評価の充実

等に向けた「専修学校における

学校評価ガイ ドライン」の改正

等に関する提言を受託し、結果

を報告書にまとめた。

また、拡大研修会、第二者評

価フォーラムを開催し、全国に

同時配信した。

組織体制 :1委員会・2部会
を設置、

委員 14名 、部会委員 16名

事業成果のまとめ

◎事業成果報告書 400部

7月

～3月

法人事務所

都内会議室

等

40人 不特定多

数

8,879

3専門学校等の
質的向上のため

の助言・相談事業

専門学校等の評価システムや

自己評価の進め方に関する助

言等を行った。

4月

～3月

法人事務所 2人 不特定多

数

61

4専門学校等に
おける学校評価

資料の刊行など

の普及啓発事業

①機構ホームページによる情

報発信

②第二者評価報告書の刊行及

び結果の文部科学省記者会等
プレス発表

③講師派遣や教材の提供

④全国高等学校へ第二者評価

資料の配付

4月

～3月

法人事務所

等
2人 不特定多

数

2,984

①学校評価研修会の実施

学校評価研修会 (2月・2回 )
研修テーマ :自 己評価に進め方

学校関係者評価の進め方

第二者評価の受審研修

【東京都専修学校各種学校協

会からの受託事業】
その他 1団体の研修を受託

②学校評価ハンドブックの頒布

有償 6冊

4月

～3月

法人事務所

都内会議室

等

2人 受講者

87人



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 6年度 活動計算書
特定非営利活動法人 職業教育評価機構

20 |,00人

正会員受取会費
賛助会員受取会費

6,840,000
280,000

受取寄附金
施設等受入評価益

・■llι lf助 金

事業収益
事業収益

事業収益

第二者評価料
学校評価研修受講料等
調査研究受託料

8.360,000
90,456
8,170,674

21

217

5 そ の の

_|,.・  ‐

23.761.347

賃金

会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
印刷製本費
支払手数料
諸謝金

賃倍料

1,829,

1,232,

1,269,

1,220,

484,

698,

2,852,

5,440,

198,

360

900

328
569
798

115

104

880

132

1

2 の

4,922.675
278,131

給料手当
法定福利費

(1)人

会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
印刷製本費
支払手数料
組税公課
諸謝金
賃借料

411, 000

2 の

生

882,731
32,400
115,147
1,120,195

0

1.800,260

480,000
2,040,362

(1)人
役員報酬
給料手当
退職給付費用

26.839.087

B

`期
経 常 増 減 額 A B △ 3 077 740

産売却益

過年度損益修正益

出 369保証全

貸倒損夫
災害損失

369.000
C △ 369D

1前 当 期 収 支 )+( △ 3.446.74(

支

16.621.131
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 6年度 貸借対照表

特定非営利活動法人 職業教育評価機構

:円 )

現金預金
未収金
棚卸資産

22,705,047
9,320,674
20,400

コ定資産

(2

(1

車両運搬具

什器備品

ソフ トウェア

借地権

(3)投資その他の資産
保証金
長期貸付金

369,000
0

369.000

A

2

【A】 資 産 合 計 ①+② 32.415.121

577

の

1

ク
一

1

B-1

未払金

預 り金

1,147,459
442,118

長期借入金
退職給付引当金

正 味 財 産 の 部
■| 財 額

正

33 911 501

△ 3 ()85 957員オ1孝
正

B-2

32,415,121【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

旦_________丘___亜_______盛 L金 証 ____
丁
~暮

眉

】

i動負碩

1定負償

財  崖



金租凶堅垂壺髪鐘:の上i

1 重要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準
協議会)によっています。

2事業費の内訳
①専門学校及び専門職大学等に係る評価システムの構築及び運用事業

・第二者評価事業・第二者評価システム構築事業・学校評価検討委員会費用

②専門学校及び専門職大学等に関する各種調査研究事業

・学校評価に関する調査研究事業・受託調査研究事業

③専門学校及び専門職大学等の質的向上のための助言相談事業※④の事業に含む

④専門学校及び専門職大学等における教育に関する普及啓発事業

・学校評価に関する研修事業・第二者評価事業等に関する情報発信事業

(単位:円 )

科 目
特定非営利活動に係る事業

事業計 管理計 合計

①事業 ②事業 ③事業 ④事業

■ヽ 人件費 2,165,096 2,260,270 15,602 759,838 5,200,806 5,200,806

給料手当 2,049,310 2,139,394 14,768 719,203 4,922,675 4,922,675

法定福利費 115,786 120,876 834 40,635 278,131 278,131

福利厚生費 0 0 0 0 0 0

旅費交通費 0 0 0 0 0 0

支払手数料 0 0 0 0 0 0

(2) その他経費 6,338,330 6,618,509 45,375 2,223,972 15,226,186 15,226,186

賃金 565,600 1,263,760 0 0 1,829,360 1,829,360

会議費 176,244 1,056,656 0 0 1,232,900 1,232,900

旅費交通費 448,962 820,366 0 () 1,269,328 1,269,328

通信運搬費 186,589 362,729 0 671,251 1,220,569 1,220,569

消耗品費 143,035 8,163 0 333,600 484,798 484,798

印刷製本費 256,740 396,000 45,375 0 698,115 698,115

支払手数料 64,020 1,767,095 0 1,020,989 2,852,104 2,852,104

委託料 0 0 0 0 0 0

諸謝金 4,497,140 943,740 0 0 5,440,880 5,440,880

賃借料 198,132 198,132

事業費合計 8,503,426 8,878,779 60,977 2,983,810 20,426,992 20,426,992

~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~T~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~

____L__



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 6年度財産目録

特定非営利活動法人職業教育評価機構

現金預金
手元現金
三井住友銀行麹町支店普通預金
西武信用金庫東中野支店普通預金

22,705,047
39,489

18,463,127
4,202,431

未収金
文部科学省等受託事業未収金
会費他未収金

9,320,674
8, 170,674

1, 150,000

棚卸資産 20,400

販売用物品 学校評価ハンドブック

Ⅸ] □ □
2
(1) 形固

(2

369,000
369,000保証金

●^） の

【A】 資 ①+② 32.415.121産 合 計

1,147.459

442, 118
,442,118

長期借入金

退職給付引当金

ロ

ク

』

1

8-1

未払金

法人税
消費税
諸経費

69,900
369,900
707,659

預 り金

源泉徴収税

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 1.589.577

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 30.825

■図Π□□

邑 且鐘_______________________________上 _____上 ______上 _____」

且億:住



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 6年度 年間役員名簿

令和6年4月 1日 から令和7年3月 31日 まで

生』:L」
=菖
壺」塁ittLttzΔ」自L業」歯豊1証』菫1理豊

役  名 氏    名 就任期間 報酬を受けた

期  間

理 事 井 澤 勇 治
6年 4月 1日

～7年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理 事 荻 上 紘 一
6年 4月 1日

～7年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理 事 合 田 隆 史
6年 4月  1日

～7年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理 事 嵯 峨 実 允
6年 4月 1日

～7年 3月 31日

年 月 日
～ 年 月 日

理 事 関 日 正 雄
6年 4月  1日

～7年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理 事 福 島 統
6年 4月  1日

～7年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理 事 船 山 世 界
6年 4月 1日

～7年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理 事 矢田部裕文
6年 4月 1日

～7年 3月 31日

年 月 日
～ 年 月 日

監 事 小 川 基 幸
6年 7月 1日

～7年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

監 事 清 水 秀 樹
6年 4月  1日

～7年 3月 31日

年 月 日
～ 年 月 日

年 月 日

～ 年 月 日

年 月 日

～ 年 月 日



書式第 4号 (法第 10条、第 28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿

令和 7年 4月 1日 現在

特定菱菫:型」達 :堕:墜△]畔:2!壺匿ヨill菫壺:

氏    名

1
東洋美術学校
校長 中込大介

2
日本福祉教育専門学校
校長 岸本光正

3 東京電子専門学校
校長 山口高広

4
日本工学院人王子専門学校
校長 中村英詞

5
東京栄養食糧専門学校
校長 渡邊智子

6 専門学校神
田外語学院

院長 今井 実

7 新東京歯科技
工士学校

校長 宮崎 隆

8 専門学校
日本ホテルスクール

校長 石塚 勉

9
武蔵野栄養専門学校
校長 森 志麻乃

10
日商簿記三鷹福祉専門学校
校長 吉川智之

ll

専門学校東京工科自動車大
校世田谷校
校長 佐藤康夫




